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1
融資システムにかかる利子助成率の
上限設定

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月18日

（株）ケイシステムマネージメン
ト
東京都新宿区津久戸町3-
12

本件は、既存システムとの関連性から緊
密な連携が求められ、既存システムの開
発及び運用支援業者でなければ対応が
困難なため、会計規程第30条第1号に該
当する。

非公表 6,050,000 非公表 －

2

私学経営ダッシュボードの改修及び
学校法人別自己診断チェックリスト
の作成・掲載（私立大学等経営ＤＸ
推進事業）

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月25日

（株）ケイシステムマネージメン
ト
東京都新宿区津久戸町3-
12

本件は、既存システムとの関連性から緊
密な連携が求められ、既存システムの開
発及び運用支援業者でなければ対応が
困難なため、会計規程の特例を定める
規程第11条第3号に該当する。

非公表 56,320,000 非公表 －

3
リスク管理システム「ＢａｒｒａＯｎｅ」及
び「ＭＳＣＩ　Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ　Ｉｎｓｉｇｈｔｓ」
の利用

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月1日
ＭＳＣＩ（合）
東京都千代田区大手町1-
7-2

本件は、類似のリスク管理システムと機
能面及び費用面を検討した結果、事業
団の求める要件を満たすシステムが受
託者のみであり、また、公的年金運用機
関において受託実績があるため、会計
規程の特例を定める規程第11条第2号
に該当する。

非公表 79,935,436 非公表 －

4

令和７年度　共済事業本部におけ
る業務継続計画の見直し及び業務
継続マネジメントの構築に向けた業
務支援

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月1日

ＭＳ＆ADインターリスク総研
（株）
東京都千代田区神田淡路
町2-105

本件は、受託者の高度な知識・経験を求
めるものであり、金額面のみの競争では
なく、公募による企画競争を行い、企画
提案内容を総合的に評価して最も適した
者を受託者として選定する必要があるた
め、会計規程第30条第1号に該当する。

非公表 9,982,500 非公表 －

5 ｉｂｏｓｓライセンスの調達
理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月20日
兼松エレクトロニクス（株）
東京都中央区京橋2-13-10

本件は、令和4年度に一般競争入札によ
り導入したibossのライセンス契約が満了
となるため更新するものであり、現行の
受託者以外の業者に切り替えた場合、
改めて構成や設定内容の構築作業が必
要となり時間とコストを要することから、
会計規程第30条第1号に該当する。

非公表 8,415,000 非公表 －

公共調達の適正化について(平成18年8月25日付財計第2017号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)
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6
東京臨海病院　スライドガラスプリン
タ（一式）の購入

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月25日
東邦薬品（株）
東京都世田谷区代沢4-43-
11

本件は予定価格が300万円を超えない
財産の買入れであることから、会計規程
第30条第6号に該当する。

非公表 1,932,700 非公表 －

7
東京臨海病院　搬送用人工呼吸
器（一式）の購入

理事長 福原 紀彦
東京都千代田区
富士見1-10-12

令和7年8月26日
（株）サンライフ
神奈川県相模原市南区相
武台3-28-11

本件は予定価格が300万円を超えない
財産の買入れであることから、会計規程
第30条第6号に該当する。

非公表 2,552,099 非公表 －

予定価格及び落札率の欄は、同種の他の契約の予定価格を類推させるおそれがある場合には「非公表」としている。
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